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第７章 地域生活支援事業の見込量 

 

 基本指針に定められている指標を参考に、本市における地域生活支援事業の令

和９年度から 11 年度までの各年度の利用者数や利用時間数等の見込量を定めま

す。 

 

 

 

 

  

資料７ 
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（１）相談支援事業等の見込量 

サービス名 サービスの概要 

理解促進研修・啓発

事業 

障害者等が日常生活及び社会生活をする上で生じる「社会的障壁」をな

くすため、地域の住民に対して、障害者に対する理解を深めるための研修

会やイベントの開催、啓発活動等を行う事業 

自発的活動支援事

業 

障害者等、その家族、地域住民等により自発的に行われる、障害者等が自

立した日常生活及び社会生活を営むことができるようにするための取り

組みを支援することにより、共生社会の実現を図る事業 

相談支援事業 
地域の障害者等の相談に応じ、必要な情報の提供や権利擁護に必要な支

援、関係機関との連絡調整等を総合的に行う事業 

基幹相談支援センタ

ー 

地域の相談支援事業所間の連絡調整、関係機関の連携の支援を行う、地

域の相談支援の中核的な役割を担う機関 

住宅入居等支援事

業 

賃貸契約による一般住宅への入居を希望しているが、保証人がいない等

の理由により入居が困難な障害者に対し、入居に必要な調整等に係る支

援を行うとともに、家主等への相談・助言を通じて障害者の地域生活を

支援する事業 

成年後見制度利用

支援事業 

親族等による後見等開始の審判の申立てができない知的障害者・精神障

害者について、市長が代わりに申立てを行うとともに、費用負担が困難

な障害者については、審判の申立てにかかる費用及び後見人等への報酬

の助成を行う事業 

成年後見制度法人

後見支援事業 

成年後見等の業務を適正に行うことができる法人を確保できる体制を整

備するとともに、市民後見人の活用も含めた法人後見の活動を支援する

ことで、障害者の権利擁護を図る事業 

障害児等療育支援

事業 

在宅障害児（者）の地域生活を支えるため、身近な地域で療育指導等が受

けられる療育機能の充実を図るとともに、これらを支援する県の療育機

能との重層的な連携を図る事業 
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サービスの推移と見込 

サービス名 単位 

第７期／第３期実績 第８期／第４期見込量 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

１０年度 

令和 

１１年度 

理解促進研修・啓発

事業 

実施 

有無 
実施 実施 -    

自発的活動支援事

業 

実施 

有無 
実施 実施 -    

相談支援事業 

（障害者相談サポー

トセンターの設置・

運営） 

カ所 5 5 -    

基幹相談支援センタ

ーの設置 
カ所 1 1 -    

基幹相談支援センタ

ーの機能強化事業 

実施 

有無 
実施 実施 -    

住宅入居等支援事

業 

実施 

有無 
- - -    

成年後見制度利用

支援事業 

利用

者数 
１ ８ -    

 １ 知的障害者 利用

者数 
１ ４ -    

 ２ 精神障害者 利用

者数 
０ ４ -    

成年後見制度法人

後見支援事業 

実施 

有無 
実施 実施 -    

障害児等療育支援

事業 
カ所 実施 実施 -    

（数値は１年当たり） 
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 現状・課題 

 本市の相談支援体制は３層構造で、令和８年４月時点で、基幹相談支援センタ

ー１カ所、障害者相談サポートセンター５カ所（障害者相談支援事業）、指定特

定相談支援事業所２８カ所で構成されています。各層の役割は一律に線引き

できるものではありませんが、主たる対象者像や個別支援と地域づくりに係

る業務の比重が層ごとに異なります。 

 基幹相談支援センターは、直営で運営しているため、職員配置等により運営体

制に影響が生じる可能性があります。また、福祉事務所との役割分担を考慮し

た結果、個別支援に係る業務の比重が相対的に少ない状況にあります。 

 基幹相談支援センターの業務のうち、相談支援専門員への OJT 等の一部は

「基幹相談支援センター等機能強化事業」として、主任相談支援専門員が所属

する法人へ委託をしていますが、業務量や業務の質に対して人員配置が少な

い状況にあります。 

 障害者相談サポートセンター（障害者相談支援事業の委託事業所）は、指定特

定相談支援事業も実施しており、市内の計画相談支援の支給決定者数の約３

割を占めています。このため、本来の主対象である「障害福祉サービスにつな

がりにくい人や支援困難な人を対象とした総合的・専門的な相談支援」に十分

に注力しにくい状況となっています。 

 横須賀市療育相談センター（児童発達支援センター・障害児等療育支援事業を

指定管理で実施）も指定障害児相談支援事業を実施しており、市内の障害児

相談支援の支給決定者数の約９割を占めています。このため、地域づくりに係

る業務の比重が圧迫しやすい状況です。 

 基幹相談支援センター・障害者相談支援事業・障害児等療育支援事業（児童発

達支援センター）の業務は、件数のみでは適切に把握・評価しにくく、とりわけ

地域づくりに係る取り組みをどのような指標で評価し、官民協働で推進体制

を構築していくかが重要である一方、整理が難しい課題となっています。 

 成年後見制度については、民法改正等で制度の枠組みが大きく変わろうとし

ています。これまで本人の判断能力の程度に応じて３類型（後見・補佐・補助）

に区分し、権限に差を設けてきましたが、今後は代理行為の範囲が最も限定的

な「補助」を基本とする方向となる予定です。また、従来は一度利用すると終身

的に制度利用が継続するケースが多かったですが、今後は「必要なときに、必

要な範囲・期間で」利用できるオーダーメイド型の支援へ転換していくことが

想定されます。 

 オーダーメイド型の支援においては、丁寧な意思決定支援を通じて本人意思

の尊重と利益保護を両立することに加え、制度の開始・終了の適切な判断等も

求められるため、従来以上に高度で専門的な支援が必要となると考えられま
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す。 

 成年後見制度における法人後見とは、親族や専門職等の「個人」ではなく、福

祉に係る専門的な知識や支援体制等を備えた「法人」が支援をする仕組みで

す。令和７年度から、市内で２法人が実施しています。 

 

 見込量の設定の考え方 

  

 見込量達成に向けた取り組み 
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（２）意思疎通支援事業の見込量 

サービス名 サービスの概要 

意思疎通支援事業 

聴覚・言語機能等の障害により意思の疎通を図ることが困難な方に、手

話通訳者や要約筆記者を派遣したり、市役所での手続きのための手話通

訳者を配置したりする事業 

手話奉仕員養成研

修事業 

聴覚障害者等との交流活動を促進するために、日常会話程度の手話表現

技術の習得者を養成する事業 

 

サービスの推移と見込 

サービス名 単位 

第７期／第３期実績 第８期／第４期見込量 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

１０年度 

令和 

１１年度 

手話通訳者 

派遣事業 
件 827 752 -    

要約筆記者 

派遣事業 
件 118 108 -    

手話通訳者 

設置事業 
人 2 2 -    

手話奉仕員 

養成研修事業 

修了

者数 
19 17 -    

手話通訳者 

養成事業 

修了

者数 
12 13 -    

要約筆記者 

養成事業 

修了

者数 
0 0 -    

盲ろう者向け 

通訳・介助員派遣事業 
件 44 65 -    

盲ろう者向け 

通訳・介助員養成研修事業 

修了

者数 
0 1 -    

失語症者向け 

意思疎通支援者 

派遣事業 

件 1 0 -    

失語症者向け 

意思疎通支援者 

養成研修事業 

修了

者数 
0 1 -    

（数値は１年あたり） 
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 現状・課題 

 本市は、平成２８年に「共生社会実現のための障害者の情報取得及びコミュニ

ケーションに関する条例」を制定し、主に情報・コミュニケーション協議会にお

いて施策推進にむけた協議を行っています。 

 国においては、令和４年には「障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎

通に係る施策の推進に関する法律（障害者情報アクセシビリティ・コミュニケー

ション推進法）」が施行されています。令和６年には「手話に関する施策の推進

に関する法律（手話施策推進法）」が施行されています。 

 これらの法令等の趣旨を踏まえ、本市に暮らす障害のある人が、必要な情報を

十分に取得・利用し、円滑に意思疎通を図ることができるよう、事業の実施を

継続していく必要があります。 

 事業の利用登録者は高齢化が進んでおり、利用者数は横ばいまたは緩やかな

減少傾向にある一方、１人あたりの利用回数は大きく変わらないため、事業を

安定的・継続的に実施するには、手話通訳者・要約筆記者を計画的に確保して

いく必要があります。 

 手話通訳者・要約筆記者は、技術習得から活動を開始するまでに一定の時間

を要します。令和７年度に実施した手話通訳者・要約筆記者向け調査では、活

動開始までの平均期間は５．２年となっており、中長期を見据えた人材確保・

育成が課題です。 

 盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業の利用者が少ない。事業の周知が必要。 

 盲ろう者向け通訳・介助員養成研修事業については、専門的な技術の習得が

必要なため、人材を確保することが難しい。事業の周知が必要。 

 失語症者向け意思疎通支援者派遣事業の利用者がいない。事業の周知が必

要。 

 失語症者向け意思疎通支援者養成研修事業について、受講者が少ない。事業

の周知が必要。 

 

 見込量の設定の考え方 

  

 

 見込量達成に向けた取り組み 
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（３）日常生活用具給付等事業の見込量 

サービス名 サービスの概要 

日常生活用具 

給付等事業 

在宅の障害者に、日常生活をしていくうえでその障害を軽減し、自立した

生活を支援・実現するための用具を給付又は貸与する事業 

介護訓練支援用具 
特殊寝台やマット、体位変換器、移動用リフト等、障害のある人の身体介

護を手助けするための用具 

自立生活支援用具 
入浴補助用具、移動・移乗支援用具等、障害のある人の入浴や移動等の

日常生活上の自立を支援するための用具 

在宅療養等支援用具 
透析液加温器、ネブライザー、電気式たん吸引器等、在宅療養等を支援す

る用具 

情報・意思疎通 

支援用具 

点字ディスプレイ、視覚障害者用ポータブルレコーダー、聴覚障害者用通

信・情報受信装置等、情報収集・伝達や意思疎通を支援する用具 

排泄管理支援用具 ストマ用装具等、障害のある人の排泄管理を支援する用具 

居宅生活動作 

補助用具 

居宅での生活環境を整備するための、段差解消や手すり設置等の住宅改

修 

 

サービスの推移と見込 

サービス名 単位 

第７期／第３期実績 第８期／第４期見込量 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

１０年度 

令和 

１１年度 

介護訓練支援用具 件 １９ 19 -    

自立生活支援用具 件 ４１ ３３ -    

在宅療養等支援用具 件 4３ ３３ -    

情報・意思疎通 

支援用具 
件 4６ ３３ -    

排泄管理支援用具 件 5,090 5,166 -    

居宅生活動作 

補助用具 
件 ７ 7 -    

（数値は１年あたり） 
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 現状・課題 

 令和５年度に給付品目基準額の見直しを実施 

 令和８年度に利用者負担額の見直しを行っています。 

 給付品目の追加や給付基準額の増額を求められている。 

 障害とくらしの支援協議会からは、成長期に伴う身体変化等、障害のある人

個々の状況に応じて耐用年数の取り扱い等について、より弾力的な運用を求

める意見が出ています。 

 

 見込量の設定の考え方 

  

 

 見込量達成に向けた取り組み 
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（４）移動支援事業、日中一時支援事業および訪問入浴サービス事業の

見込量 

サービス名 サービスの概要 

移動支援事業 単独での外出が困難な方が円滑に外出できるよう移動を支援する事業 

日中一時支援事業 

障害者等の日中における活動の場を確保し、障害者等の家族の就労支援

および障害者等を日常的に介護している家族の一時的な休息を目的とす

る事業 

訪問入浴サービス

事業 
 

 

サービスの推移と見込 

サービス名 単位 

第７期／第３期実績 第８期／第４期見込量 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

１０年度 

令和 

１１年度 

移動支援事業 
時間 13,776 13,556     

人 ８６３ ７００     

 障害児 人 １６１ ９７     

 障害者 人 ７０２ ６０３     

日中一時支援事業

（障害児） 

人 １０ １ -    

時間 ２０ ３ -    

日中一時支援事業

（障害者） 

人 １４０ １０３ -    

時間 ８７２ ８８１ -    

（単位は１カ月あたり） 
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 現状・課題 

 平成１８年度の事業開始以降、一度も報酬単価の見直しが行われていなかった

ことから、令和６年度に最低賃金上昇への応急的対応として、報酬単価の増額

を行いました。しかし、今後も最低賃金の上昇が続くことに加え、物価高騰等

の影響により燃料費等の上昇も見込まれるため、移動支援事業を継続的・安

定的に実施していくには、さらなる報酬単価の見直しが必要な状況です。 

 事業開始当初は、公共交通機関を利用した移動支援を想定していましたが、本

市の地理的な状況や日中活動事業所が自宅近隣に限らない実態を背景に、近

年は車両を利用した移動支援が多くを占めています。一方で、車両利用を前

提とした報酬単価の設定がなく、支援時間が１５分未満となる場合には、報酬

算定ができない仕組みとなっており、支援実態と制度設計に乖離が生じてい

ます。 

 本市は、事業開始当初から通所・通学を目的とした利用を認めてきた（通学目

的は、平成 30 年以降、「やむを得ない事情」がある場合を除き制限）経過があ

り、現在、通所・通学を目的とした利用が全体の約８割（うち通所が約 75％）

を占めています。県内他市と比較して、通所・通学を目的とした利用実績が約

５倍と高い水準にあり、朝夕の時間帯に利用が集中することで、新規利用希望

者に対して対応可能な事業所が見つからない状況が続いています。 

 本来「社会生活上必要不可欠な外出及び余暇活動等、社会参加のための外出」

を対象とする事業ですが、通所・通学を目的とした利用が大部分を占めている

ため、余暇活動等の社会参加を目的とした外出支援が十分に提供できていな

い旨、障害とくらしの支援協議会から指摘があります。 

 通学を目的とした利用に制限がある一方、教育分野・福祉分野の双方におい

て将来の就労等の可能性や社会参加を見据えて「自力で通学ができる力」を

身につけるための訓練を目的とした支援が十分に提供できていません。成人

期においても「自力で通所ができる力」を身につけるための訓練を目的とした

支援は十分に提供できていません。このため、令和８年度から「自力で通所や

通学ができる力」を身につけるための支援を行う事業所に対して、新たに「自

立通所（通学）支援加算」を算定できることとしています。 

 通学を目的とした利用の支給決定にあたっては、「やむを得ない事情」を個別

状況に応じて勘案していますが、可否判断が難しく、当事者や第三者から見て

納得感が得られにくいとの指摘があります。 

 通所を目的とした利用については、日中活動支援事業所による送迎を促進す

る方向性を検討しています。日中活動支援事業所による送迎が進むことで、移

動支援事業の主な対象者像は、集団送迎での対応が困難な「個別支援が必要

な人」へ移行していくことが想定されます。 
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 一方で、市内の行動援護事業所は１カ所にとどまっており、特性に応じた移動

に係る支援を担う人材が不足していることがうかがえます。今後のニーズ変

化も見据え、専門人材の確保・養成が必要です。 

 加えて、重度の障害のある人や医療的ケアの必要な人の余暇支援について

は、支援の質の担保の観点からも、重度訪問介護や行動援護への移行を進め、

適切なサービスの選択・提供へつなげていく必要があります。 

 令和８年度から一定の医療的ケアの必要な人に対する移動支援を充実させる

ため、支援を行う事業所に対して、新たに「医療的ケア加算」を算定できること

としています。 

 

 見込量の設定の考え方 

  

 

 

 見込量達成に向けた取り組み 

 報酬単価の見直し 

 移動支援事業の利用の目的・方法について、利用者や関係機関にもわかりや

すいガイドラインの作成 
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（５）地域活動支援センター事業（地域作業所含む）の見込量 

サービス名 サービスの概要 

地域活動支援セン

ター事業 
日中活動の場の提供や社会との交流等を行う施設 

地域作業所 
一般の事業所では働くことが困難な在宅の障害者に、働く場や活動の

場を提供し、作業指導、生活訓練等を行う施設 

 

サービスの推移と見込 

サービス名 単位 

第７期／第３期実績 第８期／第４期見込量 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

１０年度 

令和 

１１年度 

地域生活支援セン

ター事業（地域作業

所含む） 

カ所 23 22 -    

人 379 259 -    

（単位は１カ月当たり） 

 

 現状・課題 

 国の障害福祉サービス等報酬ではなく、市の補助金による運営となっていま

す。そのため、国の指定基準にとらわれず、比較的柔軟に事業所運営ができる

というメリットがあります。 

 一方で、財政基盤が厳しい事業所が多く、人材の養成・確保が進みにくいな

ど、持続可能性の面で課題が生じやすい面があります。 

 このため、地域活動支援センターについて、令和８年度から、従来、月に 4 日

以上通所した人を「補助金の対象となる利用者」として計上していた仕組みを

緩和し、「月に１日以上通所」した人を「補助金の対象となる利用者」として計上

できるようにするとともに、利用者の通所実績が多い事業所には、より多くの

補助金を上乗せして支出するなど、利用者支援や事業所運営に努力している

事業所が安定した運営を行うことができるよう、補助金の仕組みや算定方法

を大きく変更しました。 

 この変更により、地域活動支援センターが、障害特性上の理由等から自宅にひ

きこもりがちな人、コミュニケーションに苦手さがある人、長期入院で生活リズ

ムの再構築が必要な人など、自分のペースに合わせた「ゆるやかな通所」が適

している人にとって、社会参加の場や居場所の機能としての役割を今以上に

担うことができるよう、後押ししています。 

 また、地域作業所については、「作業所の代表者が個人として作業所の建物等

の賃貸借契約を締結しなければならない」、「障害者総合支援法に位置付けら
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れている事業所ではないため、国の補助などの支援を受けにくい」など、法人

化していないことや地域活動支援センターとなっていないことのデメリットが

大きいため、市として、法人化と地域活動支援センターへの移行を強く推進し

ています。このため、地域作業所制度については、経過措置を設けたうえで、

令和１０年度末で廃止することとしています。 

 重層的支援体制整備事業において「地域づくりにむけた支援」を担う機能とし

て位置づけられており、日中の居場所づくり、社会的孤立の防止に加え、相談

支援機関で把握した「社会参加の場を必要とする人」の受け皿となること等が

求められています。 

 

 

 

 

 見込量の設定の考え方 

  

 見込量達成に向けた取り組み 

  

 
 
 


